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1　はしがき

デフレーターの問題は理論的には従来あまり問題視さ

れて来なかったといってよい1)。しかし現実の問題とし

ては,実質成長率を求める場合とか,実質的な貿易の伸

び率を求める場合とかのように,実質額が重要視される

とき,つねにこれにつきまとう課題である。

実質額ないし実質価値という概念と,物的な数量自体

とは,数量を直接に表示するか,これを間接的に表示す

るかの差があり,分析上はこれを区別する必要がある。

とくに産業連関分析においては,投入係数の安定性に関

連して,金額表を実質化した表と数量表との間には大き

な差がある2)0

以下の分析は,このデフレーターにつき,若干の理論

的問題点を吟味することをもってその目的とする0

2　デフレーターの限界理論

いまPa,viをそれぞれ基準時点0および比較時点1の

個別価格とし?。>　91をそれぞれ基準,比較両時点の数

量とする。そうすれば,いわゆる金額指数『はつぎのよ

うに定義される。

V=革塑
Z poso

(1)

これから

A- ∑ pili -V-∑polo　　　　(2)

そこでデフレーターDをつぎの如く定義する。

--2 po?i

D=

あるいは

V-~Zpoqo XpIQI

T,poll Hpoii　2poQi
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(4)

(3)式の意味するところはつぎの如くである。すなわち,

比較時点における現実の取引金額もしくは生産金額ある

いは支出金額∑Pillをデフレ-下した結果が比較時点

1)単行本としてデフレーターの問題を取り扱った

ものに,伊大知艮太郎『デフレーター』勤草書房1958

年がある。

2)山田勇『産業連関の理論と計測』勤草書房

1961年　pp.28ト283n

勇

における実質頗すなわち基準時点の価格を不変価格とし

た金額∑paliであるということである。何故に∑poll

が実質額であるかは明瞭である。なんとなれば,比較時

点の価格が各個別品目について基準時点の価格とまった

く同様であると仮定した場合の比較時点の数量を金額で

表示したものが, ∑zMiにはかならないからである。社

会主義の国で不変価格の評価と称するのはこのことを指

している。デフレ-ターを(3)式の如くに定義した場合

-これが通常の定義にはかならないが-デフレータ

ーは, (4)式の右辺が示すように,パーシェの物価指数で

なければならないということになる3)。

いまラスパイレスの物価指数をPL,パーシェの物価

指数をPpであらわすことにすれば> (4)式はつぎの如

くになる。

D - Pp　　　　　　　　　(4a)

ところで,通常パーシェの物価指数を作成することは

まれであり,これを作成するにしても多大の作業を必要

とするO　なんとなれば,分母の∑voliもまた分子の∑

pillも各時点ごとに計算される必要があるからである。

そこでパーシェの物価指数に代えて,ラスパイレスの物

価指数をデフレ-タ一に使用するのが常套手段とされて

いるO　これは主として計算の手間を省くためのものであ

るo　ラスパイレス式は周知のように∑piQol∑voloであ

らわされるが,この式の分母は基準時点についていちど

計算しておけば,基準時点を変更しないかぎり,これ~を

改算する必要がないことはいうまでもないO

以上のように,ラスパイレスの物価指数を,パ-シェ

の物価指数に代えて,デフレーターとして使用するとい

う事実から,現実に求められた実質価値は. (3)式で定義

された真の意味の実質価値とは異るものとなる。それで

は,この場合どの程度の喰い違いが生れるかがここでの

問題となる。

3) L. R. Klein, A Textbook of Econometrics, Row

Peterson and Company, New York, 1953, p. 68 (宮沢

光一・中村頁邦訳『L.クライン計量経済学』岩波書店

1958年pp. 81-82)
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いわゆるボルトキヴィッツの関係式はつぎの形であら

わされる。

Pp-PL -ar<Txey　　　　　(5)

ここにrはpolo(-w)をウェイトとする個別佃樽指数

pl/po(-x)と個別数量指数iilio(-y)との問の相関係数,

すなわち

∑ w(x-PL) (y-Q」)

oxoy∑ W

であるO上式のQLはラスパイレスの数量指数

QL-呈慧
をあらわす。 -x>avはそれぞれWをウェイトとする個

別価椿指数と個別数量指数との標準偏差,すなわち

W (∬-PIV

をあらわし,またaはQLの逆数,すなわち

a-1!(∑ wy/∑ W)

をあらわす。

そこでいま相関係数γの性質,つまり1≧γ≧-1の関

係を利用して,デフレーターの限界を求めると. (5)式か

ら

PL十ao∬qy≧Pp-D≧PL-aa∬　　　(6)

がえられる。これから知られることはつぎの事実である。

(1)デフレーターの上限はPL十aaxayであり,下限は

PL-aax<Jvであって,デフレーターはこの両限界の問の

債をとること, (2)xとyとの標準偏差,つまり2;の散

らばりとyの散らばりとが大きくなればなるほど,デフ

レ一夕-の値は大きな変化をするということであるO

いまAを(6)式の両辺で割った結果は

<旦<___4
PL+aaxay D PL-aaxay

(7)

この式から明らかなように, (1)実質額A/Dの上限は

Aj{PL-aaxay)であり,下限はA/(PL+aaxov)であり,

(2)この場合もまた, ax, ovの値が大きければ大きいほ

ど,実質額の変動範囲も大きくなることが知られるO　も

しもEとyとが無相関の場合,すなわち個別価格指数と

個別数量指数とが無関係に動くときは,つぎの関係が容

易に証明できる。

A

∑ po<li=元
(8)

すなわち,この場合は,デフレーターとしてパ-シェ指

数でなく,ラスパイレス指数を使っても理論的に正しい
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ことが証明できることになる。一般に経済成長の場合は

γがプラスになる傾向があり,この場令は

Pp> PL+ a.ox<Jv　　　　　(9)

となり,実質額は

Zpo3i<----
pjt+aoxoj

(10)

となることが支配的であると考えられる。

3　貯蓄のデフレーター

貯蓄の経済的機能は,これをもって将来消費を行なう

ことにある。すなわち現在消費は単に消費といわれ,将

来消費のための流動・非流動資金が貯蓄である。しかし

将来消費せられる商品の価格が未知である以上,このよ

うな未知の価格を想定することは,デフレーターの問題

と考える場合適当でない。さらにまた,この貯蓄をもっ

て将来どのような商品を購入するかは不確実であり,こ

の意味からしても,将来価格に基づいてデフレ一夕-を

算定することは不合理である。それでは貯蓄のデフレー

ターをいかに考えたらよいか。このような立場から,貯

蓄のデフレーターを算定するための1つの試論をつぎに

考えてみよう。この試論はつぎに見るように,国民経済

計算的視点に立つものである。

いま,名目貨幣額であらわされた所得,消費,貯蓄額

をそれぞれ　Ay,Ac,AsとするO　また所得,消費,貯蓄

のデフレ-タ-をそれぞれBy,Dc,Dsとし,それらの実

質額をそれぞれY, C, Sであらわす。いちばん簡単な閉

鎖モデルはつぎの式であらわされる。

蝣A-y -一蝣-A-q -¥-Jig　　　　　　　　(1 1)

さらにつぎの関係式も同時に成立しなければならない.

Y-C+S　　　　　　　　(12)

以上2つの式に加えて,つぎの関係式が満足されなけれ

ばならないことは自明のことである。

Y=旦堅
A,

C=旦
B.

S=旦
r>,

(ll), (12)両式からDsを求めると

A
A,,-Ac DyY-DcC

S Y-S
16

この式はつぎのことを意味する。すなわち,貯蓄のデフ

レーターDsは,所得のデフレーターDyと消費のデフ

レーターDcとをそれぞれYと　-Cとをウェイトとし

て加重算術平均したものであるということであり,この
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ような(16)式であらわされたDsは,必らず(ll)と(12)

の両式の条件を充たすものである。ここで,ウェイトは

プラスとかぎらずマイナスのウェイトも考えられること

に注意する必要がある。通常の場合, Dy, Dcの値は物

価指数統計から求められ, -Ay, A-c, A-Sの値も国民所得統

計から与えられるから,貯蓄のデフレーターは(16)式に

よって算定されることになる。

(16)式から明らかなように,経済がノーマルな場合は,

Ay>Aeであり, Sはプラスであるから, Dsはプラスと

なる.またかりに経済がアブノーマノレであって, Ay<Ac

という特殊な場合を想定しても, Sはマイナスとなるか

ら,この場合もDsはプラスとなるo

(16)式に(13), (14)両式を代入すれば

Ds- (A,-Dc)呈+Dv>0　(17)

となる。これを整理すると

芸,芸十　　(18)
上式からつぎのことがわかる。

Dc童D,.　　　　　　(19)

(19)式から, DyとD。とは基準時点をどのように選ん

で算定しても差し支えないことがわかる。

以上はいちばん簡単なモデルについて考えたのである

が,つぎにはさらに現実に近い拡大されたモデノレについ

て考えてみよう。

(ll)式に代えて次式をとり上げる。

Ay-Ac十As十A3-Am+Af+Ai+Ag　(20)

ここにA3は名目輸出額, Amは名目輸入額, Afは名目

額であらわされた海外からの貿易外純収入(つまり貿易

外収入から貿易外支出を差し引いた額), Mは名目額で

あらわされた資本純輸入額(つまり海外からの資本輸入

額から海外への資本輸出額を差し引いた額), AQは名目

額であらわされた政府支出をあらわすO　さらに(12)式に

代えて,実質額の関係式

・-C+S+X-M+F+If+G　　(21)

をうる。ここにX,M,F, If, Gはそれぞれ実質額であら

わされた輸出,輸入,海外純収入,資本純輸入,政府支

出である。名目額と実質額との関係はつぎの如くである。
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・f-芸:- (28)　G-告(29)
上式中のDはデフレーターであって,各項目別のデフレ

ーターは添字によって区別できよう。

さて,これらのデフレーターのうち　D,.,D,が既知

であることは,まえのモデルの場合と同様であるが,

Dx, Dnについても輸出物価指数,輸入物価指数として

発表されている資料によって既知と考えることができるD

問題となるのは　Df,Di,DgとDsとである。このうち

Df,A,Dgは何らかの方法によって求めることができる

と仮定する。そうすれば, Dsはつぎの式によって求め

られる。

Ds-言[ (A/一瑚C十SDy十(Dy-D∬)∬

- (A,-Dm)M+ {Dy-Df)F+ {Dy-A) If

+ (Dy-DQ) G}　　　　　　　　　(30)

この式の右辺は,いまの仮定をも含めて,すべて既知数

となるから,これからDsが求められる.

もしつぎの均衡条件式を付加すれば, (23)式で既知と

仮定された・Df.A,Dgのうちのいずれか1つは未知数と

して取り扱うことができる。この場合の均衡条件式とは

Ai+Aj+A,十Ax-As+Am　　　(31)

Ii+F+If+ X-S十M　　　　(32)

であり,これに伴って

Id- Da
(33

が新らしく付加されることはいうまでもない。ただし,

Aaは名目額であらわされた国内投資額, Daはそのデフ

レーター, uは実質国内投資であるOいまDgを未知と

してこれを求めるものとするo　そのた糾こは, (31), (32)

両式からDsを求め,その結果と(30)式とを等しくおく

ことによって, Dsを消去した次式をうる。

Dq-吉¥ yDy--CDc-IdDd-2 {XDx十MD-

+ FDf+ IfDf) -¥　　　　　　　　　(34)

この場合には, DfとDiとはともに既知として取り扱

われる。ところで,いまわれわれが問題としているのは

Dsであり,一般的には(30)式から求めることができる。

この式のなかのDgは自由に与えられるものである。し

かし,もし(30)式中のDgに(34)式の値をあてはめて計

算するものとすれば, Dgには任意の値を与えるのでは

なく, (31), (32)両式の均衡条件をも同時に満足した値で

あるという結果になる。この場合は,均衡式を使って,

Df,Di,DQのうちのいずれか1つ,すなわちこの際はDg
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を求める方法を示したものであるが,このDgに代えて

これを既知数とみなし, -O/.Aのうちの1つを未知数と

して取り扱うことも可能であることはいうまでもない。

問題は,以上の均衡式までも含んだモデノレにおいて,デ

フレーターを資料的に算定することが比較的困難なもの

でも,これを未知数として取り扱うことによって,その

値を求めることができるということである。ここに1つ

注意を要することは,均衡条件をデフレーターの決定に

使用する場合,新らしいデフレーターDaが入ってくる

ということであるo Lかしもしこれらのすべての算定不

可能な,もしくはその性質が不明確なデフレーターを全

部決定するためには,以上の定義式および均衡式のほか

に,行動方程式を未知数と同数だけ挿入することも考え

られるが,その結果えられるデフレーターは,これまで

分析してきた結果以上に限定された特別な意味を持つこ

とになる点を注意しなければならない。

4　デフレーターの他の問題点

ここでは. (ll)式と(12)式とによって定義される閉鎖

モデノレについて,名目価値と実質価値との関係を考えて

みよう。この場合つぎの4つのケースについて吟味して

みる。

(1)　　　　　Ay>Ac, Y>C　　　　　(35)

(2)　　　　　Ay<Ac, Y<C　　　　　(36)

(3)　　　　　Ay>Ac, Y<C　　　　　(37)

(4)　　　　　AV<Ac, Y>C　　　　　(38)

(1)のケースは,名目額と実質額とにおいて,所得が消

費を超過する場合である。これに反し(2)のケースは,

同じく名目額と実質額について,消費が所得を超過する

場合である.この2つの場合はともに名目額と実質額と

が同じ方向に大小関係を保つケースである。これに対し

て, (3)のケースは,名目額については所得が消費を超

過するのに反し,実質額については消費が所得を超過し

ている場合であり. (4のケースは,名目額については

消費が所得を起過し,実質額については所得が消費を超

過している場合である。つまり, (3)と(4)のケースは,

名目額と実質額についての所得と消費の大小関係が逆転

しているケースであるo

さて(35)式の第1式の両辺からCDyを差し引き,そ

の結果と第2式から次式がえられる。

孟<品　(39)
ところで

(i) Dc>Dyの場合は　荒く芸(40)

- 363

(ii)Dc<Dyの場合は竃,芸(41)

となる。このことはつぎの事実を物語る。すなわち,

Dc>Dyの場合は(40)式を,Dc<Dyの場合は(41)式を

満足するかぎり,(35)式が成立する.つまりこの場合は,

名目額,実質額ともに所得が消費を超過する。

同様に(36)式の両式からは,(39)式を誘導したと同じ

手続きによって

去Yq
>c(Dc-ny)(42)

をうるoこの場合も2つに分けて考える。

(i)Dc>刀yの場合は荒く言(43)

(ii)Dc<Dyの場合は芸(44)

この2組の条件を満足するかぎり.(36)式が成立するの

であって,名目額,実質額ともに消費が所得を超過する

ことが知られる。

興味のあるのは,つぎの2線の場合である。(37)式か

ら

去C(Dc-Dy)(45)

がえられ,さらに

(i)Dc>Dyの場合荒,芸(46)

(ii)Dc<Dyの場合荒く芸(47)

(38)式からは去<㌫(48)

となり,さらに

(i)Dc>Dvの場合若く芸(49)

(ii)Dc<Dvの場合若,芸(50)

(46),(47)の2組の条件を満足する場合は,名目額につ

いては所得が消費を超過し,実質額については消費が所

得を超過する。また(49),(50)の2組の条件を満足する

場合は,これと反対であって,名目額においては消費が

所得を超過し,実質額においては所得が消費を超過する

のである。このような名目額と実質額との逆転関係はデ

フレーター問題において従来問題とされてきたが,以上

の分野が示すように,このような事実が現実に起ったと

しても決して不思議ではなく,ある条件を満たせばむし

ろ当然であることが明らかとなった。


